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関連した取組

≪人権を尊重した主な取組や成果≫

特に力を入れている取組

企業情報

設立年 2021年（令和３年）

資本金 -

代表者 社会保険労務士 小笠原 隼人

従業員数 -

本社所在地 留萌市

■主な事業内容
労務管理、労働・社会保険のコンサルティング（相談・指導）等
どのような業種、規模であっても、コンプライアンスを意識した

体制整備が第一歩だと考えております。
※「ビジネスと人権」以外のご依頼も受け付けております。

【電話番号】080-8177-3618
【メールアドレス】sr-aazo@outlook.jp

■SDGsの取組と目指すゴール

「ビジネスと人権」と責任ある企業行動

近年の世界的な「ビジネスと人権」への関心の高まりを受け、持続可能な企業となるために、

人材の採用や定着、取引先との関係や投資家の視線など、さまざまな場面で人権を尊重した企

業行動が求められています。

人権尊重の視点と労働及び社会保障に関する専門的知見をもって、ビジネスと人権に係る取

り組みを普及する役割を担う必要があるため、「ビジネスと人権」、人権尊重経営の考え方を

正しく理解し、社会的責任を果たしていくことは、社会保険労務士の最も重要な活動のひとつ

であると考えます。

「人権デュー・ディリジェンス」の導入支援

AAZO社会保険労務士事務所

「ビジネスと人権」(ＢＨＲ)推進社労士

全国社会保険労務士会連合会がILO駐日事務所

からの技術協力をいただき、人権尊重経営、

「ビジネスと人権」、人権デュー・ディリジェ

ンスに実践的に対応可能な社労士を養成するた

めにおこなわれる研修を修了した社労士です。

社労士が日本の労働社会保障の専門家として、

「ビジネスと人権」に適切な対応を取るために

は、国際基準を踏まえた人権尊重に

関する取り組みへの気づき・知識習

得・実践可能な能力が必要不可欠で

す。

合理的かつ思慮分別ある企業が、その状況（産

業分野、事業活動の状況、規模およびこれらに類

似する要素を含む）に照らして、人権に関する自

身の責任を果たすために実行しなければならない

持続的な管理プロセスであり、CSRとしても重要な

手続きともなります。

社労士の行う人権デュー・ディリジェンスは、

最も重要な人権課題の一つである労働者の権利に

焦点をあてておりますが、人権デュー・ディリ

ジェンス自体には、他の人権課題（地域住民や消

費者の人権に関する課題など）も広く含まれます。

社内・社外における対話（エンゲージメント）の促進

人権尊重とディーセント・ワークの取り組みは、一定の項目を機械的にチェックして対応することだ

けで達成できるものではなく、関係者との対話を通じて、実現を図っていくという意識を持つことが非

常に大切です。自社内にあっては、労働組合や労働者代表、個々の労働者との建設的な対話が必要不可

欠であり、人権を有する当事者から実際の声を聞くことは、現状の把握と改善に欠かせません。

また、サプライチェーン、ステークホルダーとの関係では、相手方の対応能力や経営資源も考慮しつ

つ、一方的な規範の押し付けではなく、取引先における人権尊重とディーセント・ワークのために協力

を得るべく、取引先との協調的な対話が必須となります。

さらに、海外の取引先およびその労働者との関係では、その国の文化や法体系、実務慣行にも配慮し

たうえで、人権尊重とその国の発展への貢献を最大限に実現するための多角的対話が重要です。

「人権デュー・ディリジェンス」を体制として確立することは、ＳＤＧｓの取り
組みとも関連しているため、ＳＤＧｓに関連する認証、登録などにつながります。


